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アフターコロナのインバウンド消費の見通し
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◼ コロナ禍後の訪日客の平均滞在日数は、2019年の8.8泊に対し、2022年20.2泊／2023年10.1泊と、円安とリベンジ需要を追い
風に、コロナ禍前よりも長期化。（※2022年は、訪日客全体に占めるビジネス客比率が高かった要因もあり、特に長期化）。

◼ このような滞在日数の長期化で、滞在期間中の1人当たり消費額（消費単価）は大幅に押し上げられた(図表1)。

◼ この結果、2023年の訪日客数は2019年を下回ったにも関わらず、インバウンド消費（費目別消費総額）は買物代を除き、各費目
とも2019年を上回った(図表2) 。

好調なインバウンド消費は、円安・リベンジ需要に伴う消費単価の急騰が主因
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図表1 訪日客の費目別消費単価（一人当たり） 図表2 訪日客数・訪日客の費目別消費総額

出所）日本政府観光局（JNTO）公表資料および観光庁「訪日外国人消費動向調査」をもとに三井住友トラスト基礎研究所推計



◼ また訪日客への帰国直前でのアンケートでは(図表3)、特
に次回訪日時にしたいこととして、「旅館に宿泊・温泉入
浴」「自然体験ツアー・農漁村体験・四季の体験」「舞台・
音楽鑑賞・スポーツ観戦」等の、体験型消費の人気が高
い。

◼ 加えてアジアからの訪日客は、日本への距離が近く、所要
日数および渡航コストとも少ないため、再訪日の可能性が
高い。このため今後のインバウンド消費は、アジアのリピー
ター主導により体験型消費が増加し、また消費エリアの分
散化（地方化）が進むと考えられる。

◼ 「日本食・日本酒を楽しむ」「ショッピング」「繁華街の街歩
き」などの手軽なインバウンド消費も、主に新規訪日客に
は、引き続き強い訪日目的の一つとなりえよう。

◼ 以上を踏まえると、今後のインバウンド消費では、リベンジ需
要の収束や円安の是正で消費単価は落ち着くものの、経
済成長著しいアジア諸国からのリピーター増加で消費拡大
は進むであろう。同消費拡大に向けて、受け皿となる体験
型の消費機会（プログラム）や、地方等での宿泊機能の
充実が期待される。

アジアの訪日リピーターの増加で、特に体験型消費が今後のインバウンド消費をけん引
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図表3 訪日客が「訪日前に期待していたこと」「次回したいこと」の回答比率(2023年)

出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成

注1）「訪日前に期待していたこと」の回答比率の大きい順

注2）複数回答のため、「訪日前に期待していたこと」と、「次回したいこと」の回答の総数は異なる

注3) 「次回したいこと」の割合が「訪日前に期待していたこと」の割合を3%pt以上上回る項目を赤枠で、

3%pt以上下回る項目を青枠で囲っている。
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当社発行「不動産マーケットリサーチレポート」のご案内

本レポートは、当社の有償レポート「不動産マーケットリサーチレポート（年２回発行）」をもとに、
一般の読者に向けて再編集したものです。将来予測を含む同有償レポートの内容および購入
につきましては、当社HP（https://www.smtri.jp/service/report/market_research_report.html）をご
参照下さい。

【お問い合わせ】 投資調査部
https://fofa.jp/smtri/a.p/113/
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